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 （注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。 

    ２．売上高には、消費税等は含んでおりません。 

    ３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しており

ません。 

  

第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次 
第46期 

第３四半期 
連結累計期間 

第47期 
第３四半期 
連結累計期間 

第46期 
第３四半期 
連結会計期間 

第47期 
第３四半期 
連結会計期間 

第46期 

会計期間 

自平成20年 
４月１日 

至平成20年 
12月31日 

自平成21年 
４月１日 

至平成21年 
12月31日 

自平成20年 
10月１日 

至平成20年 
12月31日 

自平成21年 
10月１日 

至平成21年 
12月31日 

自平成20年 
４月１日 

至平成21年 
３月31日 

売上高（千円）  26,110,086  19,658,359  9,037,354  7,386,492  32,243,682

経常利益又は経常損失（△） 

（千円） 
 189,016  △220,961  △50,693  250,757  25,287

四半期純利益又は四半期（当期）

純損失（△）（千円） 
 △150,477  △350,498  △206,606  178,082  △367,399

純資産額（千円） － －  12,665,388  11,605,413  12,249,067

総資産額（千円） － －  21,640,070  19,896,936  19,387,803

１株当たり純資産額（円） － －  743.56  683.44  719.15

１株当たり四半期純利益金額又は

１株当たり四半期（当期）純損失

金額（△）（円） 

 △8.86  △20.64  △12.16  10.49  △21.63

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額（円） 
 －  －  －  －  －

自己資本比率（％） － －  58.4  58.3  63.0

営業活動による 

キャッシュ・フロー（千円） 
 △157,527  △17,611 － －  1,309,881

投資活動による 

キャッシュ・フロー（千円） 
 △822,279  △839,836 － －  △1,133,095

財務活動による 

キャッシュ・フロー（千円） 
 1,090,009  821,632 － －  28,911

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高（千円） 
－ －  1,033,696  1,031,337  1,069,889

従業員数（人） － －  3,356  3,040  3,353
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 当第３四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。 

  

 当第３四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

  

(1）連結会社の状況 

 （注）従業員数は就業人員（当社グループからグループ外への出向者を除き、グループ外から当社グループへの出向者

を含んでおります。）であり、臨時雇用者数（期間社員及び嘱託社員他）は［ ］内に当第３四半期連結会計期

間の平均人員を外数で記載しております。 

  

(2）提出会社の状況 

 （注）従業員数は就業人員（当社から社外への出向者を除き、社外から当社への出向者を含んでおります。）であり、

臨時雇用者数（期間社員及び嘱託社員他）は［ ］内に当第３四半期会計期間の平均人員を外数で記載しており

ます。 

  

２【事業の内容】

３【関係会社の状況】

４【従業員の状況】

  平成21年12月31日現在

従業員数（人） 3,040  [494]

  平成21年12月31日現在

従業員数（人） 715  [192]
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(1）生産実績 

 当第３四半期連結会計期間における生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。

 （注）１．金額は販売価格で表示しており、最終工程の生産実績をセグメント別に集計し、連結会社間取引消去前の数

値によっております。 

２．本表の金額には、消費税等は含まれておりません。 

(2）受注状況 

 当第３四半期連結会計期間における受注状況を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。

 （注）金額は販売価格で表示しており、消費税等は含まれておりません。 

(3）販売実績 

 当第３四半期連結会計期間における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。

 （注）１．セグメント間の取引については相殺消去しております。 

２．本表の金額には、消費税等は含まれておりません。 

３．前第３四半期連結会計期間及び当第３四半期連結会計期間における主な相手先別の販売実績及び当該販売実

績の総販売実績に対する割合は、次のとおりであります。 

  

第２【事業の状況】

１【生産、受注及び販売の状況】

事業の種類別セグメントの名称 
当第３四半期連結会計期間 
（自 平成21年10月１日 
至 平成21年12月31日） 

前年同四半期比（％） 

車載・家電用機能部品事業（千円）  7,224,046  △15.8

通信・制御機器事業（千円）  1,108,085  △12.5

合計（千円）  8,332,132  △15.4

事業の種類別セグメントの名称 受注高(千円) 
前年同四半期比 

(％) 
受注残高(千円) 

前年同四半期比 
(％) 

車載・家電用機能部品事業  6,506,520  △9.6  2,021,430  4.4

通信・制御機器事業  1,153,902  4.5  441,318  38.9

合計  7,660,422  △7.7  2,462,748  9.3

事業の種類別セグメントの名称 
当第３四半期連結会計期間 
（自 平成21年10月１日 
至 平成21年12月31日） 

前年同四半期比（％） 

車載・家電用機能部品事業（千円）  6,279,618  △19.1

通信・制御機器事業（千円）  1,106,873  △13.4

合計（千円）  7,386,492  △18.3

相手先 

前第３四半期連結会計期間 
（自 平成20年10月１日 
至 平成20年12月31日） 

当第３四半期連結会計期間 
（自 平成21年10月１日 
至 平成21年12月31日） 

金額（千円） 割合（％） 金額（千円） 割合（％） 

スズキ㈱  2,302,414  25.5  1,342,007  18.2

パナソニック電工㈱  740,514  8.2  1,095,641  14.8

パナソニック㈱  951,753  10.5  873,918  11.8
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 当第３四半期連結会計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載

した事業等のリスクについての重要な変更はありません。 

  

 当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。 

  

(1）業績の状況 

 当第３四半期連結会計期間における事業環境は、世界的な景気低迷が続くなか各国政府の景気対策や新興国の成長

が牽引となり、一部に回復の兆しが現れ、当社グループにおいても一時の最悪期を脱し回復の基調となってきまし

た。しかしながら、金融情勢や雇用環境など依然として先行き不透明な状況が続いております。 

当第３四半期連結会計期間の業績は、車載・家電用機能部品事業の販売が大きく減少するなか生産性向上とコスト

削減に取り組んだ結果、売上高は7,386百万円（前年同期比 18.3％減）、営業利益は171百万円（同 53.0％減）と

なりました。また、海外子会社貸付金を主体とした為替換算の影響などにより、経常利益は250百万円（前年同期は

経常損失50百万円）、四半期純利益は178百万円（前年同期は四半期純損失206百万円）を計上する結果となりまし

た。 

   

（事業の種類別セグメントの業績） 

（イ）車載・家電用機能部品事業  

車載・家電用機能部品事業では、インド子会社における車載電装品の販売が増加したものの、北米市場の冷え

込みによる販売減少が大きかったことにより、売上高は6,279百万円（前年同期比 19.1％減）となり、営業利

益は111百万円（同 68.2％減）となりました。 

（ロ）通信・制御機器事業 

通信・制御機器事業では、携帯電話機用回路基板の販売減少により売上高は1,106百万円（前年同期比 

13.4％減）となりましたが、生産性の向上や投資の抑制により、営業利益は75百万円（同 135.6％増）となり

ました。 

  

（所在地別セグメントの業績） 

（イ）日本 

車載・家電用機能部品事業において、自動車業界をはじめとする各メーカーの大幅な減産により販売が減少

し、売上高は6,163百万円（前年同期比 19.6％減）となり、営業利益は175百万円（同 57.7％減）となりまし

た。 

（ロ）アジア 

インド子会社における車載電装品の販売の増加があったものの、世界的な景気後退による販売減少が大きく、

売上高は1,222百万円（前年同期比 10.6％減）となりましたが、生産性が向上したことなどにより営業利益は

11百万円（前年同期は営業損失32百万円）となりました。 

  

  なお、上記金額には消費税等は含まれておりません。 

  

２【事業等のリスク】

３【経営上の重要な契約等】

４【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】
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(2）キャッシュ・フローの状況 

当第３四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という）は、1,031百万円となりまし

た。 

 各キャッシュ・フローの状況は次のとおりであります。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

当第３四半期連結会計期間における営業活動による資金の支出は、576百万円（前年同期は440百万円の支出）と

なりました。これは主に、売上債権の減少1,227百万円及び仕入債務の増加380百万円を反映したものであります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

当第３四半期連結会計期間における投資活動による資金の支出は、330百万円（前年同期は350百万円の支出）と

なりました。これは主に、有形固定資産の取得による支出が314百万円あったことを反映したものであります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

当第３四半期連結会計期間における財務活動による資金の取得は、491百万円（前年同期は709百万円の取得）と

なりました。これは主に、借入金の増加額565百万円を反映したものであります。 

  

(3)事業上及び財務上の対処すべき課題 

当第３四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び連結子会社）が対処すべき課題について、重要な

変更はありません。 

  

(4)研究開発活動 

当第３四半期連結会計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は、19百万円であります。 

なお、当第３四半期連結会計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。 
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(1）主要な設備の状況 

 当第３四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

  

(2）設備の新設、除却等の計画 

 当第３四半期連結会計期間において、前四半期連結会計期間末に計画中であった重要な設備の拡充について完了

したものは、次のとおりであります。 

 また、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画はありません。 

① 拡充 

 杭州雅士迪電子有限公司（海外子会社）において、前四半期連結会計期間末に計画しておりました工場の基板

実装及び家電用制御基板生産設備の増設については、平成21年７月に完了し、８月から操業を開始しておりま

す。 

 これにより、同工場の生産能力は、約30％増加しました。  

第３【設備の状況】
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①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

  

 該当事項はありません。 

  

 該当事項はありません。 

  

  

 大量保有報告書等の写しの送付等がなく、当第３四半期会計期間において、大株主の異動は把握しておりませ

ん。 

  

第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

(1)【株式の総数等】

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式  48,000,000

計  48,000,000

種類 
第３四半期会計期間末 
現在発行数（株） 
（平成21年12月31日） 

提出日現在発行数（株） 
（平成22年２月12日） 

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名 

内容 

普通株式  17,085,034  17,085,034

東京証券取引所 

名古屋証券取引所 

各市場第二部 

単元株式数 

1,000株 

計  17,085,034  17,085,034 － － 

(2)【新株予約権等の状況】

(3)【ライツプランの内容】

(4)【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日 
発行済株式 
総数増減数 
（株） 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額
（千円） 

資本金残高
（千円） 

資本準備金増
減額（千円） 

資本準備金  
残高（千円） 

平成21年10月１日～

平成21年12月31日 
 －  17,085,034  －  2,476,232  －  2,675,056

(5)【大株主の状況】
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 当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記

載することができないことから、直前の基準日（平成21年９月30日）に基づく株主名簿による記載をしておりま

す。   

①【発行済株式】 

 （注）上記のほか、株主名簿上は当社名義となっておりませんが、直前の基準日以降取得した自己株式が2,000株（議

決権の数２個）あります。 

なお、当該株式数は「完全議決権株式（その他）」の欄に含まれております。 

  

②【自己株式等】 

 （注）上記のほか、株主名簿上は当社名義となっておりませんが、直前の基準日以降取得した自己株式が2,000株（議

決権の数２個）あります。 

なお、当該株式数は上記①「発行済株式」の「完全議決権株式（その他）」の欄に含まれております。 

  

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】 

 （注）最高・最低株価は、東京証券取引所市場第二部におけるものであります。 

  

 前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。 

  

(6)【議決権の状況】

  平成21年12月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等）（注） 普通株式    102,000 － － 

完全議決権株式（その他） 普通株式     16,829,000  16,829 － 

単元未満株式 普通株式    154,034 － 
１単元（1,000株）未満

の株式 

発行済株式総数  17,085,034 － － 

総株主の議決権 －  16,829 － 

  平成21年12月31日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所 
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株） 

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

 ＡＳＴＩ株式会社 
 静岡県浜松市南区 

 米津町2804 
 102,000  －  102,000  0.60

計 －  102,000  －  102,000  0.60

２【株価の推移】

月別 
平成21年 
４月 

５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月 

最高（円）  155  195  272  293  256  250  228  181  187

最低（円）  118  139  198  245  235  205  194  135  142

３【役員の状況】
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１．四半期連結財務諸表の作成方法について 

 当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、前第３四半期連結会計期間（平成20年10月１日から平成20年12月31日まで）及び前第３四半期連結累計期間

（平成20年４月１日から平成20年12月31日まで）は、改正前の四半期連結財務諸表規則に基づき、当第３四半期連結

会計期間（平成21年10月１日から平成21年12月31日まで）及び当第３四半期連結累計期間（平成21年４月１日から平

成21年12月31日まで）は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成しております。 

２．監査証明について 

 当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第３四半期連結会計期間（平成20年10月１日から

平成20年12月31日まで）及び前第３四半期連結累計期間（平成20年４月１日から平成20年12月31日まで）に係る四半

期連結財務諸表並びに当第３四半期連結会計期間（平成21年10月１日から平成21年12月31日まで）及び当第３四半期

連結累計期間（平成21年４月１日から平成21年12月31日まで）に係る四半期連結財務諸表について、新日本有限責任

監査法人による四半期レビューを受けております。 

  

第５【経理の状況】
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１【四半期連結財務諸表】 
（１）【四半期連結貸借対照表】 

（単位：千円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成21年12月31日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成21年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 1,031,337 1,069,889

受取手形及び売掛金 ※2  6,643,475 6,232,944

商品及び製品 598,346 603,841

仕掛品 372,305 242,742

原材料及び貯蔵品 2,396,857 2,143,750

その他 878,678 1,075,898

貸倒引当金 △596 △564

流動資産合計 11,920,405 11,368,501

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物 ※1  5,596,915 5,528,626

減価償却累計額 △2,835,244 △2,633,678

建物及び構築物（純額） 2,761,670 2,894,947

機械装置及び運搬具 4,389,531 4,241,142

減価償却累計額 △2,852,472 △2,526,716

機械装置及び運搬具（純額） 1,537,058 1,714,425

土地 2,044,160 1,670,851

その他 2,945,887 2,802,666

減価償却累計額 △2,358,674 △2,228,570

その他（純額） 587,212 574,095

有形固定資産合計 6,930,102 6,854,319

無形固定資産   

その他 129,215 137,888

無形固定資産合計 129,215 137,888

投資その他の資産   

投資有価証券 329,540 293,358

前払年金費用 490,422 446,355

その他 121,750 311,828

貸倒引当金 △24,500 △24,450

投資その他の資産合計 917,213 1,027,093

固定資産合計 7,976,531 8,019,301

資産合計 19,896,936 19,387,803
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（単位：千円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成21年12月31日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成21年３月31日) 

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 2,815,995 1,943,476

短期借入金 3,179,000 2,019,000

未払法人税等 116,216 163,074

賞与引当金 137,870 377,399

製品保証引当金 53,929 55,703

その他 848,362 1,278,824

流動負債合計 7,151,375 5,837,478

固定負債   

長期借入金 1,078,600 1,237,867

退職給付引当金 17,616 20,836

その他 43,930 42,553

固定負債合計 1,140,146 1,301,257

負債合計 8,291,522 7,138,735

純資産の部   

株主資本   

資本金 2,476,232 2,476,232

資本剰余金 2,640,082 2,640,082

利益剰余金 6,807,072 7,327,402

自己株式 △49,027 △48,517

株主資本合計 11,874,359 12,395,200

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 44,013 27,218

為替換算調整勘定 △312,959 △208,621

評価・換算差額等合計 △268,946 △181,403

少数株主持分 － 35,270

純資産合計 11,605,413 12,249,067

負債純資産合計 19,896,936 19,387,803
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（２）【四半期連結損益計算書】 
【第３四半期連結累計期間】 

（単位：千円）

前第３四半期連結累計期間 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成20年12月31日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成21年12月31日) 

売上高 26,110,086 19,658,359

売上原価 23,574,827 18,240,506

売上総利益 2,535,259 1,417,853

販売費及び一般管理費   

製品保証引当金繰入額 10,233 8,600

給料及び賞与 630,295 635,867

賞与引当金繰入額 169,107 107,272

退職給付引当金繰入額 43,427 63,843

その他 983,796 925,875

販売費及び一般管理費合計 1,836,860 1,741,459

営業利益又は営業損失（△） 698,398 △323,606

営業外収益   

受取利息 2,426 4,816

受取配当金 8,278 4,724

負ののれん償却額 － 10,470

保険解約返戻金 18,373 56,092

助成金収入 － 38,733

その他 55,781 63,410

営業外収益合計 84,859 178,247

営業外費用   

支払利息 44,814 36,388

為替差損 532,955 －

その他 16,471 39,213

営業外費用合計 594,241 75,602

経常利益又は経常損失（△） 189,016 △220,961

特別利益   

固定資産売却益 4,332 509

補助金収入 － 7,475

前期損益修正益 1,682 －

特別利益合計 6,014 7,984

特別損失   

固定資産処分損 10,462 3,752

退職給付制度改定損 － 4,178

固定資産圧縮損 － 7,475

その他 1,907 －

特別損失合計 12,369 15,405

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期
純損失（△）

182,661 △228,382

法人税等 354,541 122,296

少数株主損失（△） △21,402 △180

四半期純損失（△） △150,477 △350,498
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【第３四半期連結会計期間】 

（単位：千円）

前第３四半期連結会計期間 
(自 平成20年10月１日 
 至 平成20年12月31日) 

当第３四半期連結会計期間 
(自 平成21年10月１日 
 至 平成21年12月31日) 

売上高 9,037,354 7,386,492

売上原価 8,067,284 6,649,839

売上総利益 970,070 736,652

販売費及び一般管理費   

製品保証引当金繰入額 3,863 3,625

給料及び賞与 213,060 207,948

賞与引当金繰入額 55,932 35,301

退職給付引当金繰入額 14,361 21,751

その他 317,083 296,068

販売費及び一般管理費合計 604,302 564,695

営業利益 365,768 171,956

営業外収益   

受取利息 1,621 1,721

受取配当金 3,743 2,175

為替差益 － 67,412

助成金収入 － 6,254

その他 11,066 16,937

営業外収益合計 16,431 94,501

営業外費用   

支払利息 12,684 9,890

為替差損 416,918 －

その他 3,289 5,810

営業外費用合計 432,892 15,700

経常利益又は経常損失（△） △50,693 250,757

特別損失   

固定資産処分損 864 401

ゴルフ会員権評価損 1,500 －

退職給付制度改定損 － 4,178

その他 533 －

特別損失合計 2,897 4,580

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期
純損失（△）

△53,590 246,177

法人税等 160,848 68,094

少数株主損失（△） △7,832 －

四半期純利益又は四半期純損失（△） △206,606 178,082
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】 

（単位：千円）

前第３四半期連結累計期間 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成20年12月31日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成21年12月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半
期純損失（△）

182,661 △228,382

減価償却費 825,632 734,184

負ののれん償却額 － △10,470

貸倒引当金の増減額（△は減少） 1,108 81

賞与引当金の増減額（△は減少） △172,851 △239,529

製品保証引当金の増減額（△は減少） △380 △1,773

前払年金費用の増減額（△は増加） △65,630 △46,292

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） △247,000 －

受取利息及び受取配当金 △10,705 △9,540

支払利息 44,814 36,388

固定資産除売却損益（△は益） 6,129 3,242

固定資産圧縮損 － 7,475

保険返戻金 △18,373 △56,092

売上債権の増減額（△は増加） 347,389 △441,573

たな卸資産の増減額（△は増加） △597,862 △417,765

その他の資産の増減額（△は増加） 14,909 188,503

仕入債務の増減額（△は減少） △416,484 921,653

その他の負債の増減額（△は減少） 390,431 △246,346

ゴルフ会員権評価損 1,500 －

為替差損益（△は益） 167,982 △24,862

その他 5,204 888

小計 458,476 169,789

利息及び配当金の受取額 10,705 9,540

利息の支払額 △49,577 △36,388

法人税等の支払額 △577,131 △160,553

営業活動によるキャッシュ・フロー △157,527 △17,611

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有形固定資産の取得による支出 △845,987 △1,056,607

有形固定資産の売却による収入 17,467 15

無形固定資産の取得による支出 △10,781 △4,318

投資有価証券の取得による支出 △8,594 △5,879

保険積立金の解約による収入 18,373 239,252

その他 7,243 △12,299

投資活動によるキャッシュ・フロー △822,279 △839,836
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（単位：千円）

前第３四半期連結累計期間 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成20年12月31日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成21年12月31日) 

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） 935,550 1,100,000

長期借入れによる収入 700,000 300,000

長期借入金の返済による支出 △362,185 △399,267

リース債務の返済による支出 － △6,687

自己株式の純増減額（△は増加） △751 △510

少数株主への払戻による支出 － △15,028

配当金の支払額 △182,603 △156,873

財務活動によるキャッシュ・フロー 1,090,009 821,632

現金及び現金同等物に係る換算差額 △67,552 △2,737

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 42,650 △38,551

現金及び現金同等物の期首残高 991,045 1,069,889

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※  1,033,696 ※  1,031,337
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【表示方法の変更】

当第３四半期連結会計期間 
（自 平成21年10月１日 
至 平成21年12月31日） 

（四半期連結貸借対照表） 

 前第３四半期連結会計期間において、有形固定資産の「その他」に含めて表示しておりました「土地」は、資産総

額の100分の10を超えたため、当第３四半期連結会計期間では区分掲記することとしました。 

 なお、前第３四半期連結会計期間の有形固定資産の「その他」に含まれる「土地」は1,669,481千円であります。  

【簡便な会計処理】

  
当第３四半期連結累計期間 
（自 平成21年４月１日 
至 平成21年12月31日） 

固定資産の減価償却費の算定方法  減価償却の方法は、主として定率法を採用しており、当連結会計年度に係

る減価償却費の額を期間按分する方法により計上しております。 

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

  
当第３四半期連結累計期間 
（自 平成21年４月１日 
至 平成21年12月31日） 

税金費用の計算  税金費用については、当第３四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税

引前当期純利益に対する税効果会計適用後の実効税率を合理的に見積り、税

引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。 

 なお、法人税等調整額は、法人税等に含めて表示しております。 

【追加情報】

当第３四半期連結累計期間 
（自 平成21年４月１日 
至 平成21年12月31日） 

 当社は、平成21年10月１日より適格退職年金制度を廃止し、確定給付企業年金制度及び確定拠出年金制度へ移行い

たしました。 

 これにより、「退職給付制度間の移行等に関する会計処理」（企業会計基準適用指針第１号 平成14年１月31日）

を適用し、確定拠出年金制度への移行部分について退職給付制度の一部終了の処理を行っております。 

 本移行に伴う影響額4,178千円は、「退職給付制度改定損」として、特別損失に計上しております。 
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【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

当第３四半期連結会計期間末 
（平成21年12月31日） 

前連結会計年度末 
（平成21年３月31日） 

※１．国庫補助金等により取得した資産につき取得価額か

ら控除されている圧縮記帳額は次のとおりであります。

１．        ────── 

建物及び構築物 千円7,475   

※２．四半期連結会計期間末日満期手形 

   四半期連結会計期間末日満期手形については、手形

交換日をもって決済処理しております。 

   なお、当第３四半期連結会計期間末日が金融機関の

休日であったため、次の四半期連結会計期間末日満期

手形が第３四半期連結会計期間末残高に含まれており

ます。 

２．       ────── 

受取手形 千円11,480   

３．当社は、運転資金の効率的な調達を行うため取引銀

行７行と当座貸越契約及び貸出コミットメント契約を

締結しております。これら契約に基づく当第３四半期

連結会計期間末の借入未実行残高は次のとおりであり

ます。 

３．当社は、運転資金の効率的な調達を行うため取引銀

行７行と当座貸越契約及び貸出コミットメント契約を

締結しております。これら契約に基づく当連結会計年

度末の借入未実行残高は次のとおりであります。 

当座貸越極度額及び 

貸出コミットメントの総額 

千円6,300,000

借入実行残高 千円2,600,000

差引額 千円3,700,000

当座貸越極度額及び 

貸出コミットメントの総額 

千円6,300,000

借入実行残高 千円1,500,000

差引額 千円4,800,000

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前第３四半期連結累計期間 
（自 平成20年４月１日 
至 平成20年12月31日） 

当第３四半期連結累計期間 
（自 平成21年４月１日 
至 平成21年12月31日） 

※ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借

対照表に掲記されている科目の金額との関係 

 （平成20年12月31日現在）

（千円）

現金及び預金勘定  1,033,696

預入期間が３か月を超える定期預金   －

現金及び現金同等物  1,033,696

※ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借

対照表に掲記されている科目の金額との関係 

 （平成21年12月31日現在）

（千円）

現金及び預金勘定  1,031,337

預入期間が３か月を超える定期預金   －

現金及び現金同等物  1,031,337
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当第３四半期連結会計期間末（平成21年12月31日）及び当第３四半期連結累計期間（自 平成21年４月１日 至 

平成21年12月31日） 

１．発行済株式の種類及び総数 

 普通株式          17,085千株 

  

２．自己株式の種類及び株式数 

 普通株式            104千株 

  

３．新株予約権等に関する事項 

 該当事項はありません。 

  

４．配当に関する事項 

配当金支払額   

（株主資本等関係）

  
  
（決議） 

株式の種類 
配当金の総額
（千円） 

１株当たり
配当額 
（円） 

基準日 効力発生日 配当の原資 

平成21年６月24日 

定時株主総会 
普通株式  84,918  5.00  平成21年３月31日  平成21年６月25日 利益剰余金 

平成21年10月30日 

取締役会 
普通株式  84,913  5.00  平成21年９月30日  平成21年12月10日 利益剰余金 
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前第３四半期連結会計期間（自 平成20年10月１日 至 平成20年12月31日） 

  

当第３四半期連結会計期間（自 平成21年10月１日 至 平成21年12月31日） 

  

前第３四半期連結累計期間（自 平成20年４月１日 至 平成20年12月31日） 

  

当第３四半期連結累計期間（自 平成21年４月１日 至 平成21年12月31日） 

（セグメント情報）

【事業の種類別セグメント情報】

  
車載・家電用
機能部品事業 
（千円） 

通信・制御 
機器事業 
（千円） 

計 
（千円） 

消去又は全社 
（千円） 

連結 
（千円） 

売上高                              

(1）外部顧客に対する売上高  7,759,197  1,278,157  9,037,354  －  9,037,354

(2）セグメント間の内部売上高又

は振替高 
 21,068  190,186  211,254 (211,254)  －

計  7,780,265  1,468,343  9,248,609 (211,254)  9,037,354

営業利益  350,993  32,156  383,149 (17,381)  365,768

  
車載・家電用
機能部品事業 
（千円） 

通信・制御 
機器事業 
（千円） 

計 
（千円） 

消去又は全社 
（千円） 

連結 
（千円） 

売上高                              

(1）外部顧客に対する売上高  6,279,618  1,106,873  7,386,492  －  7,386,492

(2）セグメント間の内部売上高又

は振替高 
 8,137  197,381  205,519 (205,519)  －

計  6,287,756  1,304,254  7,592,011 (205,519)  7,386,492

営業利益  111,566  75,762  187,328 (15,372)  171,956

  
車載・家電用
機能部品事業 
（千円） 

通信・制御 
機器事業 
（千円） 

計 
（千円） 

消去又は全社 
（千円） 

連結 
（千円） 

売上高                              

(1）外部顧客に対する売上高  22,490,891  3,619,194  26,110,086  －  26,110,086

(2）セグメント間の内部売上高又

は振替高 
 82,977  604,306  687,283 (687,283)  －

計  22,573,868  4,223,500  26,797,369 (687,283)  26,110,086

営業利益  689,982  54,504  744,486 (46,088)  698,398

  
車載・家電用
機能部品事業 
（千円） 

通信・制御 
機器事業 
（千円） 

計 
（千円） 

消去又は全社 
（千円） 

連結 
（千円） 

売上高                              

(1）外部顧客に対する売上高  16,564,692  3,093,667  19,658,359  －  19,658,359

(2）セグメント間の内部売上高又

は振替高 
 31,012  532,255  563,268 (563,268)  －

計  16,595,705  3,625,922  20,221,628 (563,268)  19,658,359

営業利益又は営業損失（△）  △330,471  51,949  △278,521 (45,084)  △323,606
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 （注）１．事業区分の方法 

事業区分は、製品の種類及び用途の類似性に基づいて区分しております。 

２．各事業区分に属する主要な製品の名称 

３．会計処理方法の変更 

前第３四半期連結累計期間 

（棚卸資産の評価に関する会計基準） 

「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」(1)に記載のとおり、第１四半期連結

会計期間より「棚卸資産の評価に関する会計基準」（企業会計基準第９号 平成18年７月５日）を適用して

おります。この変更に伴い、従来の方法によった場合に比べて、当第３四半期連結累計期間の営業利益が、

通信・制御機器事業で806千円減少しております。 

（連結財務諸表作成における在外子会社の会計処理に関する当面の取扱い） 

「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」(2)に記載のとおり、第１四半期連結

会計期間より「連結財務諸表作成における在外子会社の会計処理に関する当面の取扱い」（実務対応報告 

第18号 平成18年５月17日）を適用しております。この変更に伴う当第３四半期連結累計期間の営業利益に 

与える影響は軽微であります。 

  

当第３四半期連結累計期間 

  該当事項はありません。 

  

４．追加情報 

前第３四半期連結累計期間 

（有形固定資産の耐用年数の変更） 

 「追加情報」に記載のとおり、当社の機械装置の耐用年数については、第１四半期連結会計期間より、法

人税法の改正を契機として見直しを行い、10～11年を７～９年に変更しております。 

 これにより、従来の方法によった場合と比べて、当第３四半期連結累計期間の営業利益は、車載・家電用

機能部品事業が10,319千円、通信・制御機器事業が1,012千円減少しております。 

  

 当第３四半期連結累計期間 

  該当事項はありません。 

 

  

事業区分 主要な製品 

車載・家電用機能部品事業 

エアコンパネル、描画基板、コーナーセンサーユニット、 

車載・船舶用ワイヤーハーネス、車載用スイッチ・センサー、 

洗濯機・食洗器・衣類乾燥機用電子制御基板、その他 

通信・制御機器事業 
携帯電話機用回路基板、プリンター用電子制御基板、 

産業用ロボットコントローラ、サーフェスマウンターコントローラ、その他 
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前第３四半期連結会計期間（自 平成20年10月１日 至 平成20年12月31日） 

  

当第３四半期連結会計期間（自 平成21年10月１日 至 平成21年12月31日） 

  

前第３四半期連結累計期間（自 平成20年４月１日 至 平成20年12月31日） 

  

当第３四半期連結累計期間（自 平成21年４月１日 至 平成21年12月31日） 

【所在地別セグメント情報】

  
日本 

（千円） 
アジア 
（千円） 

計 
（千円） 

消去又は全社 
（千円） 

連結 
（千円） 

売上高                              

(1）外部顧客に対する売上高  7,670,101  1,367,253  9,037,354  －  9,037,354

(2）セグメント間の内部売上高又

は振替高 
 205,755  551,497  757,253 (757,253)  －

計  7,875,857  1,918,750  9,794,607 (757,253)  9,037,354

営業利益又は営業損失（△)  415,678  △32,528  383,149 (17,381)  365,768

  
日本 

（千円） 
アジア 
（千円） 

計 
（千円） 

消去又は全社 
（千円） 

連結 
（千円） 

売上高                              

(1）外部顧客に対する売上高  6,163,554  1,222,937  7,386,492  －  7,386,492

(2）セグメント間の内部売上高又

は振替高 
 169,115  542,327  711,443 (711,443)  －

計  6,332,670  1,765,265  8,097,935 (711,443)  7,386,492

営業利益  175,673  11,655  187,328 (15,372)  171,956

  
日本 

（千円） 
アジア 
（千円） 

計 
（千円） 

消去又は全社 
（千円） 

連結 
（千円） 

売上高                              

(1）外部顧客に対する売上高  22,413,314  3,696,771  26,110,086  －  26,110,086

(2）セグメント間の内部売上高又

は振替高 
 713,751  1,753,358  2,467,109 (2,467,109)  －

計  23,127,066  5,450,129  28,577,196 (2,467,109)  26,110,086

営業利益又は営業損失（△)  763,643  △19,156  744,486 (46,088)  698,398

  
日本 

（千円） 
アジア 
（千円） 

計 
（千円） 

消去又は全社 
（千円） 

連結 
（千円） 

売上高                              

(1）外部顧客に対する売上高  16,300,338  3,358,020  19,658,359  －  19,658,359

(2）セグメント間の内部売上高又

は振替高 
 407,472  1,583,262  1,990,734 (1,990,734)  －

計  16,707,811  4,941,283  21,649,094 (1,990,734)  19,658,359

営業損失（△)  △226,642  △51,879  △278,521 (45,084)  △323,606
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 （注）１．国又は地域は、地理的近接度により区分しております。 

２．本邦以外の区分に属する国又は地域の内訳は次のとおりであります。 

   アジア……中国、ベトナム、インド 

３．会計処理の方法の変更 

前第３四半期連結累計期間 

（棚卸資産の評価に関する会計基準） 

 「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」(1)に記載のとおり、第１四半期連 

結会計期間より「棚卸資産の評価に関する会計基準」（企業会計基準第９号 平成18年７月５日）を適用し 

ております。この変更に伴い、従来の方法によった場合に比べて、当第３四半期連結累計期間の営業利益 

が、日本で806千円減少しております。 

（連結財務諸表作成における在外子会社の会計処理に関する当面の取扱い） 

 「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」(2)に記載のとおり、第１四半期連 

結会計期間より「連結財務諸表作成における在外子会社の会計処理に関する当面の取扱い」（実務対応報告

第18号 平成18年５月17日）を適用しております。この変更に伴う当第３四半期連結累計期間の営業利益に 

与える影響は軽微であります。 

  

当第３四半期連結累計期間 

 該当事項はありません。 

  

４．追加情報 

前第３四半期連結累計期間 

（有形固定資産の耐用年数の変更） 

 「追加情報」に記載のとおり、当社の機械装置の耐用年数については、第１四半期連結会計期間より、法

人税法の改正を契機として見直しを行い、10～11年を７～９年に変更しております。 

 これにより、従来の方法によった場合と比べて、当第３四半期連結累計期間の日本における営業利益が、

日本で11,332千円減少しております。 

  

当第３四半期連結累計期間 

 該当事項はありません。 
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前第３四半期連結会計期間（自 平成20年10月１日 至 平成20年12月31日） 

  

当第３四半期連結会計期間（自 平成21年10月１日 至 平成21年12月31日） 

  

前第３四半期連結累計期間（自 平成20年４月１日 至 平成20年12月31日） 

  

当第３四半期連結累計期間（自 平成21年４月１日 至 平成21年12月31日） 

 （注）１．国又は地域は、地理的近接度により区分しております。 

２．各区分に属する主な国又は地域 

 (1) アジア・・・・・中国、ベトナム、インド、東南アジア 

 (2) 欧州・・・・・・スペイン 

３．海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 

  

【海外売上高】

  アジア 欧州 計 

Ⅰ 海外売上高（千円）  1,360,515  9,046  1,369,561

Ⅱ 連結売上高（千円）    9,037,354

Ⅲ 連結売上高に占める海外売上高の割合（％）  15.1  0.1  15.2

  アジア 欧州 計 

Ⅰ 海外売上高（千円）  1,305,117  3,434  1,308,552

Ⅱ 連結売上高（千円）    7,386,492

Ⅲ 連結売上高に占める海外売上高の割合（％）  17.7  0.0  17.7

  アジア 欧州 計 

Ⅰ 海外売上高（千円）  3,558,869  66,870  3,625,739

Ⅱ 連結売上高（千円）    26,110,086

Ⅲ 連結売上高に占める海外売上高の割合（％）  13.6  0.3  13.9

  アジア 欧州 計 

Ⅰ 海外売上高（千円）  3,447,940  21,014  3,468,955

Ⅱ 連結売上高（千円）    19,658,359

Ⅲ 連結売上高に占める海外売上高の割合（％）  17.5  0.1  17.6
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１．１株当たり純資産額 

２．１株当たり四半期純利益金額又は四半期純損失金額 

 （注）１株当たり四半期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

 （注）１株当たり四半期純利益金額又は四半期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

該当事項はありません。 

  

平成21年10月30日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。 

 （イ）中間配当による配当金の総額・・・・・・・・・・・・84,913千円 

 （ロ）１株当たりの金額・・・・・・・・・・・・・・・・・５円00銭 

 （ハ）支払請求の効力発生日及び支払開始日・・・・・・・・平成21年12月10日 

（注）平成21年９月30日現在の株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払いをしております。  

  

（１株当たり情報）

当第３四半期連結会計期間末 
（平成21年12月31日） 

前連結会計年度末 
（平成21年３月31日） 

１株当たり純資産額 683.44円 １株当たり純資産額 719.15円

前第３四半期連結累計期間 
（自 平成20年４月１日 
至 平成20年12月31日） 

当第３四半期連結累計期間 
（自 平成21年４月１日 
至 平成21年12月31日） 

 なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につ

いては、１株当たり四半期純損失であり、また、潜在株式

が存在しないため記載しておりません。 

１株当たり四半期純損失金額 8.86円

 なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につ

いては、１株当たり四半期純損失であり、また、潜在株式

が存在しないため記載しておりません。 

１株当たり四半期純損失金額 20.64円

  
前第３四半期連結累計期間 
（自 平成20年４月１日 
至 平成20年12月31日） 

当第３四半期連結累計期間 
（自 平成21年４月１日 
至 平成21年12月31日） 

四半期純損失（千円）  150,477  350,498

普通株主に帰属しない金額（千円）  －  －

普通株式に係る四半期純損失（千円）  150,477  350,498

期中平均株式数（千株）  16,985  16,982

前第３四半期連結会計期間 
（自 平成20年10月１日 
至 平成20年12月31日） 

当第３四半期連結会計期間 
（自 平成21年10月１日 
至 平成21年12月31日） 

 なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につ

いては、１株当たり四半期純損失であり、また、潜在株式

が存在しないため記載しておりません。 

１株当たり四半期純損失金額 12.16円

 なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につ

いては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

１株当たり四半期純利益金額 10.49円

  
前第３四半期連結会計期間 
（自 平成20年10月１日 
至 平成20年12月31日） 

当第３四半期連結会計期間 
（自 平成21年10月１日 
至 平成21年12月31日） 

四半期純利益又は四半期純損失（△）（千円）  △206,606  178,082

普通株主に帰属しない金額（千円）  －  －

普通株式に係る四半期純利益又は四半期純損失

（△）（千円） 
 △206,606  178,082

期中平均株式数（千株）  16,984  16,982

（重要な後発事象）

２【その他】
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 該当事項はありません。 

  

第二部【提出会社の保証会社等の情報】
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  独立監査人の四半期レビュー報告書   

平成21年２月13日

ＡＳＴＩ株式会社 

取締役会 御中 

新日本有限責任監査法人 

  
指定有限責任社員 
業務執行社員 

  公認会計士 木下 邦彦  印 

  
指定有限責任社員 
業務執行社員 

  公認会計士 田宮 紳司  印 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているＡＳＴＩ株式会

社の平成20年４月１日から平成21年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平成20年10月１日から平成

20年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成20年４月１日から平成20年12月31日まで）に係る四半期連結財務

諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半

期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連

結財務諸表に対する結論を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析

的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠

して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。 

 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、ＡＳＴＩ株式会社及び連結子会社の平成20年12月31日現在の財政状

態、同日をもって終了する第３四半期連結会計期間及び第３四半期連結累計期間の経営成績並びに第３四半期連結累計期

間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかっ

た。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

 （注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期

報告書提出会社）が別途保管している。 

    ２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていない。  



  

  独立監査人の四半期レビュー報告書   

平成22年２月12日

ＡＳＴＩ株式会社 

取締役会 御中 

新日本有限責任監査法人 

  
指定有限責任社員 
業務執行社員 

  公認会計士 藤田 和弘  印 

  
指定有限責任社員 
業務執行社員 

  公認会計士 田宮 紳司  印 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているＡＳＴＩ株式会

社の平成21年４月１日から平成22年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平成21年10月１日から平成

21年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成21年４月１日から平成21年12月31日まで）に係る四半期連結財務

諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半

期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連

結財務諸表に対する結論を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析

的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠

して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。 

 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、ＡＳＴＩ株式会社及び連結子会社の平成21年12月31日現在の財政状

態、同日をもって終了する第３四半期連結会計期間及び第３四半期連結累計期間の経営成績並びに第３四半期連結累計期

間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかっ

た。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

 （注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期

報告書提出会社）が別途保管している。 

    ２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていない。  


